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1999 年 1２月１３日 

 

 

経済同友会 教育委員会 

「企業の採用と学校教育に関するアンケート調査」結果 
 

 

 

調査目的について： 

 学校教育と企業との関連では、「企業の求める人材」「企業の採用のあり方」「教育に

対する企業の考え方」などが現在の学校教育のあり方に多大な影響を及ぼしている、

という見方がある。特に、昨今日本の教育の歪みが多く話題に上る中、「有名大学に入

学して有名企業に入社しないと、偉くなれない」といった表現に象徴される学歴偏重・

学校過信・画一的価値観の蔓延を助長したとして、企業の責任を指摘する声も多く聞

かれる。 

 加速度的に進展する情報化・グローバル化や低迷を続ける経済状況による市場環境の

変化、また価値観の多様化や今後予測される少子化による労働構造の変化に対応して

いくため、企業は今、生き残りをかけた真剣な改革努力を続けている。それに伴なっ

て、企業が求める人材像や学校教育に対する期待も、自ずから変化してきている。特

に、「個性重視」「能力主義」の傾向は、人事採用・評価に対する考え方に顕著な影響

を及ぼしている。 

 過去の当会意見書では、社会的存在である企業の責任として、このような企業の実態・

考え方を社会に対して積極的に発信していく努力の必要性を指摘している。しかしな

がら、今期教育委員会の現在までの議論では、こういった企業の変化が十分に理解さ

れていない、という経営者の意見が大勢を占めている。 

 そこで、上記のような企業の変化の実態を把握・検証するため、この度「企業の採用

と学校教育に関するアンケート調査」を実施した。 

 なお、今回調査の質問項目は、1997 年１月に当時の教育委員会が行なった内容（※）

をベースとしており、前回調査後約３年間の変化の傾向が把握できるよう配慮した。 

 

※提言“「
が く ど う ゆ う ご う

学働遊合」のすすめ”Ｐ16～27 

  経済同友会ホームページ（URL http://www.doyukai.or.jp）に掲載。 
 

 
 
 
 

http://www.doyukai.or.jp
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《調査期間・対象について》 
 
 
調査期間：1999 年 10 月 25 日～11 月 5 日 
調査対象：経済同友会 教育委員会委員、幹事所属企業２６１社 

回答総数：１３１社（回答率５０.２％）…11 月 1７日到着分まで集計 

回答企業社員数合計：約１００万人 

回答企業新卒社員採用数合計：約１万９２００人 

※大学・大学院・短期大学・専修学校／専門学校卒の合計 

 

 

業種構成：製造業５０社、非製造業８１社 

   《業   種   分   類》   《社数》 

製造業〔加工組み立て〕 ２９ 

製造業〔素材業種〕 ２１ 

農・林・漁業 ０ 

鉱業 １ 

建設業 １０ 

卸・小売業 ９ 

金融・保険・証券業 ２５ 

不動産業 ５ 

運輸・通信・倉庫業 ４ 

電気・ガス・水道・熱供給業 ２ 

情報産業・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ ８ 

教育関連産業 ３ 

サービス業 ５ 

その他 ９ 
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≪調査結果概略≫ 

 
 

１．企業の新規学卒者採用：選考方法・基準／求める人材について 
 

 ● 選考方法・基準については、大学卒、大学院卒、短大卒、専修学校・専門学校卒と 

もに、一番重視するのは「面接の結果」。その次に「筆記試験の成績順」「学校での 

専攻分野」「学校の成績」等。出身校の重要度は極めて低い。 

 

● ビジネスの基礎・基本の能力として重視するのは、「行動力・実行力」「熱意・意欲」

が上位を占める。加えて、大学卒では「論理的思考力」、大学院卒では「専門知識・

研究内容」、短大卒では「協調性」、専修学校・専門学校卒では「実務能力」｢協調性」

等が続く。出身校は、いずれのグループでも最低。 

  

  ● ７割以上の企業が、インターネットを通じての採用を導入している。 

 

 

 ２．大学新規学卒者採用について 
 

  ● 「春期・秋期の年２回採用」… １５.５％が導入。増加傾向。 

  ● 「通年にわたる新卒の採用」… 部分導入も含め、全体の３９.５％が導入。増加傾向 

  ● 「採用時に出身校不問」  … 部分採用も含め、２７.２％が採用。増加傾向。 

         指定校制は技術系の採用に残る。 

  ● 「年齢制限」    …全体の７割で年齢制限なし。増加傾向。 

  ● 「大学浪人の経歴」 …「選考の際の評価に影響しない」が約８割。影響する場 

 合も、「採用しない」とする回答は皆無。２,３年なら OK。 

  ● 「大学留年の経歴」 …「選考の際の評価に影響しない」が７割超。影響する場 

 合も、「採用しない」とする回答は皆無。２,３年なら OK。 

 ただし、留年の理由とその間の経験は問われる。 

  ● 「大卒採用全体の中での女性の割合」…4 割超の企業が、今後増やす、または 

自然に増加傾向と考えている。 

 

 

 ３．インターンシップ制度について 
 

  ● 導入企業の割合は 理系で３４.６％、文系で１３.１％。   

文系、理系ともに、「導入している」企業が 97 年調査と比べて大幅増の傾向。 

 

 

 ４．教育への企業の協力・貢献について 
 

  ● 地域の学校教育のために企業が行なっている活動は、 

「大学・大学院等への講師派遣」「会社見学の機会提供」など、広い範囲で増加傾向。 
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≪質問内容と回答集計結果≫ 
 

問１．企業の新規学卒者採用：選考方法・基準／求める人材について 
 

〔１〕 貴社では、新卒採用の際、どういった選考方法・基準を特に重視していますか？ 

 下記それぞれのグループについて、特に重視している項目をそれぞれ３つまで選び、 

重要な順に並べてください。 

 

 １． 面接の結果 

 ２． 筆記試験の成績順 

 ３． 出身校 

 ４． 学校での専攻分野 

 ５． 学校の成績 

 ６． 浪人・留年の経歴の有無 

 ７． その他 

 ８． 大学卒の採用は、行なっていない 

 

 

 

調査結果 
 

重要度＼ｸﾞﾙｰﾌﾟ 大学卒 大学院卒 短期大学卒 専修・専門学校卒 

第 1 位 面接の結果 面接の結果 面接の結果 面接の結果 

第 2 位 筆記試験の成績

順 

学校での専攻分

野 

筆記試験の成績

順 

筆記試験の成績

順 

第 3 位 学校での専攻分

野 

筆記試験の成績

順 

学校の成績 学校での専攻分

野 

 

  ＊ 順位は、重要な順から、第１位を３ポイント、第２位を２ポイント、 

第３位を１ポイントとして算出した合計ポイント（P）による。 

 

 

《大学卒》回答１３０社      （単位：社数） 

順位＼項目 第 1 位 第 2 位 第 3 位 

① 面接の結果 121 5 3 

② 筆記試験の成績順 0 48 19 

③ 学校での専攻分野 5 37 23 

④ 学校の成績 1 12 23 

⑤ その他 2 7 12 

⑥ 出身校 0 1 4 

⑦ 浪人・留年の経歴の有無 0 0 0 

大学卒の採用は、行なっていない 1 … … 

 ※その他 

 ・ＳＰＩ、職務適性検査   ・外国経験   

  ・語学力（英語・中国語等）  ・基礎学力、最低限必要な基礎能力

  ・グループワークの結果（論理的思考能力、リーダーシップ） 

・学生時代に打ち込んできたこと  ・クラブ、サークル活動での活躍等

 ・誰にも負けないと言えるものを持っていること 
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《大学院卒》回答１２２社     （単位：社数） 

順位＼項目 第 1 位 第 2 位 第 3 位 

① 面接の結果 100 13 2 

② 学校での専攻分野 12 56 12 

③ 筆記試験の成績順 0 24 28 

④ 学校の成績 0 8 22 

⑤ その他 2 3 11 

⑥ 出身校 1 0 3 

⑦ 浪人・留年の経歴の有無 0 0 0 

大学院卒の採用は、行なっていない 7 … … 

 ※その他 

 ・ＳＰＩ、職務適性検査   ・専門能力 

 ・研究課題の取り組み方   ・基礎学力、最低限必要な基礎能力 

・グループワークの結果（論理的思考能力、リーダーシップ） 

・学生時代に打ち込んできたこと 

・誰にも負けないと言えるものを持っていること 

 

 

《短期大学卒》回答１１８社     （単位：社数） 

順位＼項目 第 1 位 第 2 位 第 3 位 

① 面接の結果 75 6 0 

② 筆記試験の成績順 3 35 13 

③ 学校の成績 0 10 24 

④ 学校での専攻分野 2 12 8 

⑤ その他 0 7 5 

⑥ 出身校 1 0 0 

⑦ 浪人・留年の経歴の有無 0 0 2 

短大卒の採用は、行なっていない 37 … … 

※その他 

  ・ＳＰＩ、職種への適性   ・選考会における小論文の結果 

  ・学生時代に打ち込んできたこと  ・最低限必要な基礎能力 

 

 

《専修学校・専門学校卒》回答１１３社    （単位：社数） 

順位＼項目 第 1 位 第 2 位 第 3 位 

① 面接の結果 58 10 1 

② 筆記試験の成績順 2 25 17 

③ 学校での専攻分野 6 17 9 

④ 学校の成績 0 6 17 

⑤ その他 2 5 4 

⑥ 出身校 1 0 1 

⑦ 浪人・留年の経歴の有無 0 0 0 

専修学校卒の採用は、行なっていない 44 … … 

※その他 

  ・ＳＰＩ、職種への適性   ・選考会における小論文の結果 

  ・学生時代に打ち込んできたこと  ・最低限必要な基礎能力 

・誰にも負けないと言えるものを持っていること 
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参考データ 

教育に関するアンケート調査＜アンケート A（経済同友会会員対象）＞（1997 年１月）より 

 

【経営者の 81％は、現在の学歴偏重の意識は、将来是正されると予想している】 

（回答数 308 人） 

その理由として、以下の理由を挙げている。（複数回答可） 

・企業内の能力主義が徹底し、社会にも能力を重視する意識が浸透する。 91％ 

・企業間の人材の流動化が進み、企業は学歴にこだわらない採用ができ 

 るようになる        62％ 

・企業は、学歴に依存せず自分の能力に自信のある人材を採用するよう 

 になる         60％ 

・一流大学から一流企業へ進むことの評価が従来ほど高くはなくなる 34％ 

・個人の能力を活かした職業が増える     28％ 
出所：提言「学働遊合のすすめ」（1997 年 4 月）Ｐ7 

 

 

 

 

〔２〕 新卒採用者選考の際、ビジネスの基礎･基本の能力として特に重視している能力は 

何ですか？ 

下記それぞれのグループについて、あてはまる項目を３つ選んでください。 

 

 グループ： 《大学卒》《大学院卒》《短期大学卒》《専修学校・専門学校卒》 

 

１． 熱意・意欲   ２． 専門知識・研究内容 

３． 協調性    ４． 創造性 

 ５． 一般知識・教養 

 ６． プレゼンテーション能力（あるテーマについてわかりやすく説明する） 

 ７． 実務能力    ８． 出身校 

 ９． 学校の成績   10． 出身学部・専攻分野 

 11． （学業以外の）社会体験  12． コンピュータ活用能力 

 13． 論理的思考力   14． 行動力・実行力 

 15． 国際コミュニケーション能力 16． その他                

  ＊ 3 つまでの複数回答 

 

 

調査結果 

 

上位項目 
上位＼ｸﾞﾙｰﾌﾟ 大学卒 大学院卒 短期大学卒 専修・専門学校卒 

第 1 位 行動力・実行力 専門知識・研究内

容 

熱意・意欲 熱意・意欲 

第 2 位 熱意・意欲 熱意・意欲 行動力・実行力 行動力・実行力 

第 3 位 論理的思考力 行動力・実行力 協調性 協調性 

第 4 位 創造性 論理的思考力 実務能力 実務能力（第３位） 

第 5 位 専門知識・研究内

容 

創造性 一般知識・教養 専門知識・研究内

容 
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回答比率（％） 
項目＼ｸﾞﾙｰﾌﾟ 大学卒 大学院卒 短期大学卒 専修・専門学校卒 

熱意・意欲 ６７.４ ５３.９ ７６.８ ６４.８ 

専門知識・研究内

容 

２１.７ ６２.６ １１.０ ２６.８ 

協調性 １４.０ １１.３ ３２.９ ２９.６ 

創造性 ３４.９ ３５.７ １８.３ １８.３ 

一般知識・教養 ７.０  ５.２ ２４.４  ２２.５ 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ能力 ８.５ １０.４ ６.１ ５.６ 

実務能力 ４.７  １.７ ３１.７ ２９.６ 

出身校 ０.０  ０.０ ０.０  １.４ 

学校の成績 １.８  １.７   ３.７  ２.８ 

出身学部・専攻分

野 

７.８ １１.３  ２.４  ２.８ 

（学業以外の）社

会体験 

１.８  ０.０  ２.４  １.４ 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用能力 １.８  ０.９  ９.８ １１.３ 

論理的思考力 ４２.６ ４５.２ ２０.７  ２２.５ 

行動力・実行力 ６９.８ ４７.８ ４１.５  ３３.８ 

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能

力 

９.３  ３.５  ６.１   ２.８ 

その他（※） ４.７  ５.２  ４.９  ９.９ 

回答（社数） １２９社 １１５社 ８２社 ７１社 

 

※その他 

《共通》   ・主体性、創造力、知的好奇心 ・人柄 

《大学卒、大学院卒》  ・コミュニケーション能力 ・目標志向 

《短期大学卒》  ・マナー   

《専修学校・専門学校卒》 ・コミュニケーション能力 ・マナー ・目標志向 
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〔３〕 インターネットを使用した採用活動について、貴社の状況にあてはまるものを 

選んでください。 

 

 

調査結果 
回答１３０社 

新卒採用は全て、インターネットを通じての応募者から採用 １０.０％ 

新卒採用の一部は、インターネットを通じての応募者から採用 ６２.３％ 

インターネットを通じての採用は、現在は行なっていないが、今後導入予定。 １３.８％ 

インターネットを通じての採用は、現在行なっておらず、今後も導入する予

定はない。 

３.１％ 

その他 １０.８％ 

 ※その他 

  ・新卒採用の殆どがインターネットを通じての応募者、一部郵送有り 

  ・情報発信のみ行なっている／各種イベント、選考会の告知に利用 

  ・来年度からはインターネットを通じてのみ実施 

  ・資料請求の受付、説明会の日程案内をホームページに掲載している 

  ・資料請求はインターネットを通じて受付、ただし選考とは関係なし 

  ・特に応募方法に制限は設けていないが、原則インターネットを利用するよう 

   ＰＲしている 

  ・採用対象とするも、当該応募者が採用レベルに至らず 

  ・検討中 
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問２．大学新規学卒者の採用について 
 

大学新卒採用に関連した以下のような制度・方針等につき、貴社の状況・今後の 

方向性をお答えください。 

 

〔１〕 春期・秋期の年２回採用（回答：１２９社） 
 〔今回調査〕  〔９７年調査〕 

 (a) １． 導入している  １５.５％（２０社） 〔 ７.３％〕 

２． 導入していない  ７２.１％（９３社） 〔８５.９％〕 

３． その他   １２.４％（１６社） 〔 ６.７％〕 

 

※その他 

  ・一部柔軟な対応をしているが、原則、春期（４月）に採用 

  ・大半は春期だが、応募の受付は通年で実施している 

  ・通年採用    ・秋に第２新卒採用を実施 

  ・秋期に行なっているのは中途採用。新卒は行なっていない。 

  ・既に実施済みだが、今年度は行なわない 

  ・外国大学卒の秋期採用を実施  ・2000 年度から実施予定 

  ・状況により検討する 

 

 〔 (a)で「２．導入していない」とお答えの場合、ご回答ください。〕 

 (b) １． 今後、導入の予定  ９社 

２． 導入の予定はない ６９社 

３． その他   １５社 

 

※その他 

  ・柔軟に検討  ・一時凍結中、適宜再開もあり得る 

   

 

〔２〕 通年にわたる新卒の採用（回答：１２９社） 
      〔今回調査〕  〔９７年調査〕 

 (a) １． 全面的に導入している  ８.５％（１１社） 〔１２.１％〕 

２． 部分的に導入している ３１.０％（４０社） 〔２０.１％〕 

３． 導入していない  ５８.１％（７５社） 〔６２.７％〕 

４． その他    ２.３％（ ３社） 〔 ５.１％〕 

 

※その他 

  ・業務の必要性に応じ実施 

  ・海外留学生に関しては随時、選考を行なっている 

 

  ＊回答２に関するコメント 

  ・学生の卒業にあわせ、柔軟に対応している 

 

 〔 (a)で「３．導入していない」とお答えの場合、ご回答ください。〕 

 (b) １． 今後、全面的に導入の予定  １社 

２． 今後、部分的に導入の予定  ７社 

３． 導入の予定はない  ５７社 

４． その他    １１社 

  ※その他 
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  ・今後状況に応じて導入を検討する  ・検討中 

・春、秋の年２回採用で、学生側、当社側ともに十分であるとの認識 

   

 

〔３〕採用時に出身校不問（採用にあたり、学校名を聞かずに面接・採用試験を行なう） 

          （回答：１２９社） 

           〔今回調査〕   〔９７年調査〕 

 (a) １． 全面的に採用している １３.２％（１７社） 〔 ４.１％〕 

２． 部分的に採用している １４.０％（１８社） 〔１１.４％〕 

３． 採用していない  ６９.８％（９０社） 〔８１.３％〕 

４． その他    ３.１％（ ４社） 〔 ３.２％〕 

 

※その他 

・応募書類に学校名を記載してもらっているが選考は人物本位で行なっている 

・学歴不問だが、学校名記入欄あり ・文系のみ出身校不問 

・出身校は自由表明（書いても書かなくても、言っても言わなくても可） 

 

  ＊回答２に関するコメント 

  ・事務系は全面的に採用 

 

〔 (a)で「２．部分的に採用している」または「３．採用していない」とお答えの場合、   

  ご回答ください。〕 

 (b) １． 指定校制を、採用している １２社 

２． 指定校制は、採用していない ９８社 

 

＊回答１に関するコメント 

  ・技術系の学校推薦制  ・技術系採用の一部のみ 

  ・指定校制は技術系で行なっているが、指定校以外からも応募可能 

 

 〔 (a)で「３．採用していない」とお答えの場合、ご回答ください。〕 

 (c) １． 今後、全面的に導入の予定  ０社 

２． 今後、部分的に導入の予定  ４社 

３． 導入の予定はない  ８２社 

① 当面、指定校制を継続（５社） 

② 指定校制は廃止するが、出身校は聞く（０社） 

③ 現在も指定校制は採用していないが、出身校は聞く（６６社） 

４． その他     ６社 

  ※その他 

  ・出身学部、専攻内容を重視し、学業成績を選考基準の一つとしているため、 

 結果的に大学名を知り得ることになる 

＊３①に関するコメント 

  ・技術系の学校推薦制  ・技術系については今後も継続する予定 

  ＊３③に関するコメント 

  ・あくまでも履歴・経歴の一部として聞く 
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〔４〕 新卒採用における年齢制限の引き上げまたは撤廃（回答：１２９社） 
       〔今回調査〕  〔９７年調査〕 

 (a) １． 年齢制限はない   ７０.５％（９１社） 〔５２.９％〕 

２． 部分的に年齢制限はない   ５.４％（ ７社） 〔１３.９％〕 

３． 年齢制限あり   １８.６％（２４社） 〔２２.９％〕 

４． その他     ５.４％（ ７社） 〔１０.３％〕 

 

  ※その他 

  ・年齢が高い場合、その理由による  ・ケース・バイ・ケース 

  ・既卒者でも職歴がなければ新卒の扱いにて対応 

  ・既卒１年目までが応募資格  ・参考程度にある 

  ・特定の年齢で制限を設けることはしていないが、卒業年齢が遅くなった理由 

 を確認し、判断する  ・新卒として常識の範囲で総合的判断 

 

〔 (a)で「３．年齢制限あり」とお答えの場合、ご回答ください。〕 

 (b) １． 今後、年齢制限を撤廃する予定   ０社 

２． 今後、部分的に年齢制限を撤廃する予定  ３社 

３． 今後、年齢制限を引き上げる予定    ０社 

４． 今後とも、年齢制限は変えない予定 １８社 

５． 今後、年齢制限を引き下げる予定    ０社 

６． その他      ５社 
 

  ※その他 

  ・当面は年齢制限を変えない予定   ・弾力的運用 

  ・目安としての制限は設けておくが、柔軟に対応する 

   

  ＊回答４に関するコメント 

  ・賃金体系との兼ね合い 

 

〔５〕大学浪人の経歴について（回答：１２９社） 
 

 (a) １． 大学浪人の経歴は、選考の際の評価に影響しない  ７９.８％（１０３社） 

 ２． 大学浪人の経歴は、選考の際の評価に影響する  １４.７％（ １９社） 

 ３． その他        ５.４％（  ７社） 

 

※その他 

  ・浪人、留年合わせて２年迄は評価に影響なし 

  ・参考程度にある ・理由と期間による（１年程度なら全く影響しない） 

 

 〔 (a)で「２．大学浪人の経歴は、選考の際の評価に影響する」とお答えの場合、 

   ご回答ください。〕 

 (b) １． 大学浪人の経歴のある応募者は、採用しない    ０社 

２． （  ）年以内なら許容範囲 <具体的に記入してください> １９社 

     １年以内（ ０社） 

２年以内（１３社） 

３年以内（ ６社） 

 ３． その他         ４社 

※その他 

  ・浪人、留年合わせて３年以内なら許容範囲、あとは常識の範囲で総合判断 
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〔６〕 留年の経歴について（回答：１２９社） 
 

 (a) １． 留年の経歴は、選考の際の評価に影響しない  ７２.１％（９３社） 

 ２． 留年の経歴は、選考の際の評価に影響する  ２４.０％（３１社） 

３． その他        ３.９％（ 5 社） 

 

 ※その他 ・留年の理由による 

 

 〔 (a)で「２．留年の経歴は、選考の際の評価に影響する」とお答えの場合、 

     ご回答ください。〕 

 (b) １． 大学で留年の経歴のある応募者は、採用しない    ０社 

２． （  ）年以内なら許容範囲 <具体的に記入してください> ２１社 

１年以内（ ６社） 

２年以内（１２社） 

３年以内（ ３社） 

３． その他        １０社 
 

※その他 

  ・理由によっては影響しない  ・留年の理由が明確であれば良い 

  ・理由と期間による 

  ・留年している間の経験を問う、価値のある経験をしていればプラス評価 

・浪人、留年合わせて３年以内なら許容範囲、あとは常識の範囲で総合判断 

 

 

〔７〕貴社の大学新卒・女性の採用について（回答：１２８社） 
 

   大卒採用全体の中での女性の割合を／は、  

 １． 今後積極的に増やしていく予定    ７.８％（１０社） 

 ２． 今後自然に増加していくと考える   ３６.７％（４７社） 

 ３． 現在と同じ水準で推移していくと考える  ３７.５％（４８社） 

 ４． 今後自然に減少していくものと考える   １.６％（ ２社） 

 ５． 今後減らしていく予定     ０.０％（ ０社） 

 ６． その他      １６.４％（２１社） 

 

※その他 

  ・性別を意識した採用は行なっていない 

  ・人物本位の採用につき女性の割合については考えていない 

  ・院卒のみ採用の中で、今後自然に増加していくと考える 

  ・男女の区別はしない、結果として営業・ＳＥ系は半数が女性 

  ・現在、当社は大卒女性のみ採用を行なっている状況、今後は採用対象の多様 

 化を検討 
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問３．インターンシップ制度について 
 

 学生に職場体験の機会を与えるインターンシップ制度が注目されていますが、 

この制度の貴社での導入状況・今後の方向性を教えてください。 

 

〔１〕 「文系」の学生を対象に、導入していますか（回答：１３０社） 
       〔今回調査〕    〔９７年調査〕 

 (a) １． 導入している  １３.１％（ １７社）  〔 ３.８％〕 

２． 導入していない  ８１.５％（１０６社）  〔９０.８％〕 

３． その他    ５.４％（  ７社）  〔 ５.４％〕 

 

※その他 

  ・学校からの依頼により、都度考慮 ・特定の大学のみ実施（海外実習） 

  ・現状、理系のみ実施  ・1997 年に実施 

  ・今年、チャレンジ導入をした。今後はその成果・反省をもとに検討していく 

・部分的に導入している 

・検討は行なったがクリアすべき問題も多く、導入決定までは至っていない 

・テストしたことがある 

・一部導入している（海外からの受入） 

 

  ＊回答２に関するコメント 

  ・技術系の一部で企業実習を実施しているが、広く一般応募は行なっていない 

 

  ＊回答１に関するコメント 

  ・夏期実習生の受け入れの形で、しかし採用と直接の関係はない 

 

 

 〔 (a)で「２．導入していない」とお答えの場合、ご回答ください。〕（回答：１０５社） 

 

   インターンシップ制度に    〔今回調査〕 〔９７年調査〕 

 (b) １． 関心があり、導入を検討している  

 １３.３％（１４社） 〔 ３.９％〕 

２． 関心はあるが、まだ導入の検討はしていない  

      ６２.８％（６６社） 〔６１.１％〕 

３． 関心はない    １５.２％（１６社） 〔３３.３％〕 

４． その他      ８.６％（ ９社） 〔 １.８％〕 

 

  ※その他 

  ・関心はあるが、業務の性質上、導入は困難と判断 

  ・理系色の強い事業内容、技術関連の職場が多いため 

  ・関心はあるが、導入予定なし（検討済） 

  ・当社にはメリットが少ない 

 

＊回答３に関するコメント 

  ・現在の方法を継続したい（受入れ部門の問題） 
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〔２〕 「理系」の学生を対象に、導入していますか（回答：１３０社） 

       〔今回調査〕  〔９７年調査〕 

 (a) １． 導入している   ３４.６％（４５社）  〔２２.５％〕 

２． 導入していない   ５６.９％（７４社）  〔６７.２％〕 

３． その他      ８.５％（１１社）  〔１０.３％〕 

 

※その他 

  ・学校からの依頼により、都度考慮 ・特定の大学のみ実施（海外実習） 

  ・制度はないが若干の実績はある  ・部分的に導入している 

  ・1997 年に実施 

・検討は行なったがクリアすべき問題も多く、導入決定までは至っていない 

・現場実習、現場見学という形で学生を受け入れている（若干名） 

・テストしたことがある 

 

  ＊回答１に関するコメント 

  ・大学・高専からの研修生受け入れという形で導入している 

  ＊回答２に関するコメント 

  ・技術系の一部で企業実習を実施しているが、広く一般応募は行なっていない 

 

 

 〔 (a)で「２．導入していない」とお答えの場合、ご回答ください。〕（回答：７６社） 

 

   インターンシップ制度に       〔今回調査〕  〔９７年調査〕 

 (b) １． 関心があり、導入を検討している   ５.３％（ ４社） 〔 ４.０％〕 

２． 関心はあるが、まだ導入の検討はしていない 

      ７２.４％（５５社） 〔６７.０％〕 

３． 関心はない    １７.１％（１３社） 〔２４.５％〕 

４・ その他      ５.３％（ ４社） 〔 ４.５％〕 

 

※その他 

・関心はあるが、業務の性質上、導入は困難と判断 

・当社にはメリットが少ない 

 

＊回答３に関するコメント 

・現在の方法を継続したい（受入れ部門の問題） 
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問４．教育への企業の協力・貢献について 
 

〔１〕地域の学校教育等のために貴社が行なっている活動について、実施している 

   ものを全てお選びください。（回答１３１社） 
 

 

活動内容 今回調査 ９７年調査 

企業の歴史的資料や最新の技

術等を公開する施設の運営 

２９社（２２.１％） １７.８％ 

高校生・中学生・小学生への

会社見学の機会の提供 

６４社（４８.９％） ３９.６％ 

高校生・中学生・小学生の学

習・研究に役立つ情報・資料

の提供 

３７社（２８.２％） ２１.３％ 

企業の体育館、グランド等の

厚生施設の開放 

４１社（３１.３％） ３２.６％ 

企 業 が 窓 口 に な り 、 高 等 学

校・中学校・小学校へ現役・

ＯＢ社員を講師等として派遣 

１４社（１０.７％） ８.３％ 

企業が窓口になり、大学・大

学院等へ現役・ＯＢ社員を講

師として派遣 

６９社（５２.７％） ３８.２％ 

学校教員の職場研修を受入れ １９社（１４.５％） … 

その他 １３社（ ９.９％） … 

現在は、行なっていない ２８社（２１.４％） … 

 

  ※その他 

  ・大学生の企業研修の受入れ  ・財団を設立し支援している 

  ・大工道具館、作業所見学など  ・依頼があれば実施 

  ・奨学金    ・工場の夏祭りで地元に招待状 

  ・市民対象のバイオテクノロジー講座 ・奥様大学 

  ・大学との技術交流   ・医療系大学実習受入れ 

  ・陶芸コンクール 

   

 

 

〔２〕今後の実施を検討している活動がありましたら、全てお選びください。 
 

（回答１２０社） 

活動内容 検討 参考（実施＋検討） 

企業の歴史的資料や最新の技

術等を公開する施設の運営 

９社（ ７.５％） ３８社（２９.０％） 

高校生・中学生・小学生への

会社見学の機会の提供 

９社（ ７.５％） ７３社（５５.７％） 

高校生・中学生・小学生の学

習・研究に役立つ情報・資料

の提供 

１２社（１０.０％） ４９社（３７.４％） 

企業の体育館、グランド等の ６社（ ５.０％） ４７社（３５.９％） 
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厚生施設の開放 

企 業 が 窓 口 に な り 、 高 等 学

校・中学校・小学校へ現役・

ＯＢ社員を講師等として派遣 

７社（ ５.８％） ２１社（１６.０％） 

企業が窓口になり、大学・大

学院等へ現役・ＯＢ社員を講

師として派遣 

１３社（１０.８％） ８２社（６２.６％） 

学校教員の職場研修を受入れ ５社（ ４.２％） ２９社（２２.１％） 

その他 １０社（ ８.３％） … 

現在検討しているものはない ７４社（６１.７％） … 

 

  ※その他 

  ・依頼があれば検討、実施 

  ・大学教授の工場見学の実施を検討中 

  ・すべて実施しているため、なし 

      

 

〔３〕「『親』としての社員」を考えた場合、貴社で実施している制度等はあります

か？ 

（複数回答）（回答１２４社） 
 

 

実施している制度 今回調査 ９７年調査 

子どもを持つ社員の単身赴任

を極力避けるような配慮 

１８社（１４.５％） ２４.１％ 

教育に参加するための休暇制

度（例：授業参観休暇制度） 

１社（ ０.８％） ３.２％ 

地域でのボランティアの奨励 ４２社（３３.９％） ２７.８％ 

その他 １４社（１１.３％） … 

特になし ６２社（５０.０％） … 

 

  ※その他 

  ・３歳未満の乳幼児を持つ社員の勤務時間の短縮 

  ・ベビーシッター制度（ベビーシッター派遣会社と法人契約を結んでおり、社 

 員のベビーシッター利用を補助する制度） 

  ・単身赴任者への帰宅手当 

  ・育児・介護に関わる社員の短時間勤務制の導入 

  ・有給休暇を各人の判断により利用した地域ボランティア、教育への参加を行 

 なっている 

  ・社員家族による会社見学会 

  ・企業内託児施設の設置、時短勤務、育児休職制度（男女とも）、スーパー 

        フレックス制度 

  ・ボランティア休暇制度、半日有給休暇制度、社員子弟留学制度 
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問５．上記項目に関連して、また上記以外の分野でも、教育全般に関して 

貴社が行なっている活動・貢献・配慮等や社員支援制度等がありま 

したら、自由記述／資料添付してください。 

 

＜学校教育等に関する活動・貢献・配慮や社員支援制度等について集計＞ （回答：３６社） 
 

大学、教育・研究機関等への貢献 
 一定の卒業者数に応じた社員の出身大学に対する創立記念事業等への寄付 

 会社が運営する芸術・科学財団を通じた大学研究機関への支援 
 国内外の大学・研究所、文化・社会福祉等の関係団体への寄付活動 
 寄付講座 
 各種学界への協力 
 教育機関への自社製品寄贈研究所の一般公開 
 連携大学院（学生の受入れと大学院での講義） 

 国立・公立・私立大学の学長が一堂に会する会議の場の提供 

 科学・技術の分野で優れた若手基礎研究者に対する賞の授与 

 初等教育におけるＰＣ利用授業の支援 

 大学・研究機関との国際共同研究によるインターネット上の仮想博物館の推進 

国際貢献 
 アジア、オセアニアからの人文・社会分野を専攻する研究者への研究助成金支給 
 海外からのインターンシップの受入れを毎年１０名程度実施 
 海外からの高校生受入研修 
 アメリカの高校生を毎年夏休みに２０名日本にホームステイ、日本の高校生を４名ア

メリカに１年間留学 

 海外の大学生をビジネスの勉強のため日本に受入れ 
 シンガポールの日本語を選択している高校生の日本留学補助等 

財団等への活動支援 
 数学オリンピック財団の活動支援 

 日本学生科学賞への協賛、海外小学校児童との絵画交換展の開催 

 高等学校から大学院生を対象とした懸賞論文の協賛 

社員の活動に対する支援 
 子女に対する初潮（生理）教育の支援として、冊子の提供、サンプルの提供 

 社員に帯同して海外渡航する子女の教育相談 

教育一般に対する貢献等 
 企業グループとして、特に理科教育や音楽教育に関して財団を設けて支援 

 日本の高校生の海外留学、米国高校生の研修受け入れ等の活動 

地域社会、地域での教育への貢献 
 社会貢献活動、スポーツイベントの支援等 

 子供向けサッカースクール、ラグビー体験の開催など 

 子供向けのボランティアパンフレット作成、配布 

 地域での冠スポーツ大会、スポーツ教室等の開催 

 幼稚園等での交通安全指導（各地域支店毎に実施） 

 地域科学講座への講師派遣 

 ジュニアタイムズ：小学生の子どもたちが老人ホームの訪問や、国連などを自ら取材
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し、記事作りまで行ない、社会参加の結果を発表する      
以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本アンケート調査は、 
経済同友会“教育委員会”（委員長：北城恪太郎 日本アイ・ビー・エム取締役会長）が 
実施した。 
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